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報告 1 資料１ 

日本 NPO 学会 2019 年度執行部業務報告（その３）12 月 26 日 

 

日本 NPO 学会会長 岡本 仁宏 

 

 ８月 26 日理事会以後、徳島への事務局の移転後、新年度業務委託契約に伴い、経理規定に基づき執行を進

めてきた。この秋に、遅れて会費納入請求・会員ページパスワード送付を行うことができた。これによって、

会費納入の促進及び会員情報の更新が進むことが予想されている。11 月末時点では、昨年度比で大きな欠損が

あり、早急に対応を進めなければならない。また、来年の理事候補者選挙に備え、一層早急に会員情報の更新

を進める必要がある。 

 下記のように、各常設委員会・特設委員会、大会実行委員会、災害等対応委員会を通して、本年度の課題遂

行を図ってきた。今後、年度末に向けて、再度課題を確認し、業務執行に努めたい。 

  

１ 2019 年度の業務執行状況と課題について（2019 年 8 月～１２月） 

 

（１）第 14 回理事会（８月 26 日対面理事会） 

 『ノンプロフィット・レビュー』（The Nonprofit Review）の編集・組版・校正・印刷・製本関連業

務委託契約書（案）について基本的承認を得た。 

日本 NPO 学会 第 22 回大会実行委員会委員が承認され、正式な発足となった。 

田中弥生顧問の辞任報告を受けた。 

年次大会優秀発表賞の報告が行われた。 

 

（２）各業務の進捗状況と課題 

①災害等対応 

災害対応委員会が、12 月に第２回を開催し業務を進めた。答申案の検討とともに、大会企画の提案が行

われた。 

なお、同委員会に付議し、その意見を踏まえ「台風 19 号による災害に関する会長メッセージについ

て」（2019 年 10 月 18 日学会メーリングリストでのメッセージ）を発信した（資料２）。 

②執行部・事務局業務 

徳島事務局の運営体制が整った。 

広報検討部会が 9 月 20 日に開催され、検討が継続している。その意見も踏まえつつ、学会リーフレッ

トを発行し、主に日本ファンドレイジング協会主催ファンドレイジングジャパンにおいて配布した（資料

５）。 

全常設委員会に対して、本年度の業務スケジュールや課題の本年度末へ向けての整理を促した。 

一件の後援名義使用許可を行った（資料３）。 

学術会議下院・連携会員の候補者に関する情報提供を行うべく準備中である（資料４）。 

会員からの疑問や問題提起について、適宜対応を進めている。 

③予算執行 

新しい業務委託契約に伴い、経理規定に基づき予算執行を進めた。 

④新会員システム 

業務委託業者による会費請求、マイページを開始した。 
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この遅れの関係もあり、［npo-net:01506] 8 月 26 日第 10 期第 14 回理事会の報告と、会員システム移行

の遅れについて（ご説明とお詫び）を発信した。 

⑤スタディ・グループ活動助成事業 

2019 年度スタディ・グループ活動助成は、応募者がなかった。この件について、担当委員会での制度

検討が進められた。 

⑥全国の大学等での講座・科目調査等の実態把握 

 学術研究委員会より報告 

⑦学会誌ノンプロフィット・レビュー 

学会誌に係る業務委託契約について契約案の理事会承認と契約締結を行った。 

編集委員会では、年内の学会誌発行に向けた業務が進行している。 

博士論文要旨の募集を行った（8 月 28 日） 

⑧学会賞 

年次大会優秀発表賞の理事会報告を受け、正式に受賞者に通知した。 

新年度の学会賞の候補作品募集が 11 月 7 日（ウェブページ）、29 日（ML）に行われた。 

年次大会優秀発表賞の制度改正についての検討が行われた。 

⑧第２２回年次大会 

2020 年度・第 22 回年次大会について、同実行委員会（李妍焱委員長）が、報告等の募集を行い、企画

準備を進めた。他学会、他組織との連携を進め、大会の充実と研究の発展を支援するという点でも一定の

準備が行われている。 

 ⑨その他 

 

（２）業務執行に向けた方針 

これらの状況を踏まえ、問題解決について早急に取り組み、１月以後の学会業務を円滑に行うことが必

要である。年度末へ向けて、 

１、本年度事業計画の確認と執行（各委員会での業務の推進が中心となる） 

２、会費納入の促進 

３、新会員システムの定着 

４、理事候補者選挙へ向けての規程整備と執行 

５、その他規定類の整備（選挙、大会運営関係、会費、スタディ・グループ、会長声明、後援、ハラス

メント・研究倫理等） 

６、本年度事業の総括と報告の作成（各委員会での業務の成果のまとめと課題の整理） 

７、次年度事業方針の作成（各委員会での業務計画とまとめ） 

８、その他 

 が、行われることとなる。次期理事会・執行部に課題な負担を残さないように、確実に今年度分の業

務を執行し、次期に引き継ぐことが求められる。特に、本理事会で確実に執行すべきことを、各委員会の

所管事項において整理して確認していただきたい。 

 なお、継続して、業務の透明性と応答性の確保に努め、会員への説明責任をきちんと果たすようにし

たい。現執行部として、来年度の理事任期の完了に至るまで、現理事各位の以前にもましてのご協力をお

願いするところである。今期の理事任期の満了に至るまで、現理事各位の以前にもましてのご協力をお願

いしたい。 


